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さいたま市告示第１５２６号 

さいたま市の発注する「歩道整備工事（市道Ｇ１６５号線外１路線）」ほか８件の一般競争入札に

ついて、次のとおり公告する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２(3)及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出

しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４４５６－３１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（市道Ｇ１６５号線外１路線） 
工事場所 さいたま市浦和区大原２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 338m 道路土工一式 排水構造物工 水路工 146m 側溝工 4m 集水桝工 1

基 構造物撤去工一式 舗装工 車道舗装工 1637 ㎡ 歩道舗装工 178 ㎡ 縁石

工 78m 区画線工一式 道路付属施設工一式 

予定価格（税込） ３３，８５８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、見沼区又は岩槻区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
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施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８７－２９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 谷田排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００３） 
工事場所 さいたま市浦和区大東１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年５月３１日まで 
概要 延長 75.0m 管きょ工 開削（φ800、強化プラスチック複合管）75.0m マンホ

ール工 組立 2 号マンホール 2 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知
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日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－１０１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 岩０２３外８橋補修工事 

工事場所 さいたま市岩槻区大字小溝地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 構造物補修工 9 橋 断面修復工 9 構造物 ひびわれ補修工 （低圧注入工法）4

構造物 （充てん工法）1 構造物 表層工 77 ㎡ 防護柵補修工 8m 仮設工 3 橋 

予定価格（税込） ２２，４５１，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 
令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 
令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和４年１１月１日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 
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設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－１０７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０１１号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字鹿室地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 550.9m 幅員 2.6～3.1m 道路土工一式 舗

装工 表層工（再生密粒度 As-13、t＝5 ㎝）1710 ㎡ 路盤工（RC-40、t＝15 ㎝

）1710 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 
令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 
令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和４年１１月１日（火）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 
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設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３３８５－５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 大宮駅西口第四地区道路整備工事（Ｒ４－２） 

工事場所 さいたま市大宮区桜木町１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 道路整備工事 車道舗装 890 ㎡ 歩道舗装 325.8 ㎡ 歩車道境界ブロック

305.6m 集水ます 13 箇所 区画線工一式 撤去工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 

令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保 免除 契 約 保 要 前金払 有 部分払 有 
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証金 証金 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市大宮区錦町６８２番地２ 
さいたま市都市局都心整備部大宮駅西口まちづくり事務所 
電話 ０４８－７７８－８４６２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３２８３－１０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 東浦和第二土地区画整理事業 道路整備工事（区６－１号線外３路線） 

工事場所 さいたま市緑区大字中尾地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 256m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝（300×300）183m 横

断側溝（勾配対応型）（300×355）5m ボックス暗渠（300×240）3m プレキャ

スト集水桝一式 構造物撤去工一式 舗装工（車道） 不陸整正 405 ㎡ 下層路

盤 672 ㎡ 上層路盤 667 ㎡ 表層 1207 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 

令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

工事担当課 さいたま市緑区東浦和８丁目１９番地１ 

さいたま市都市局まちづくり推進部東浦和まちづくり事務所 

電話 ０４８－８７３－４２０１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４５６－３２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 水辺公園橋架換工事 
工事場所 さいたま市南区内谷７丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 既設上部工撤去一式 上部工製作・架設一式 
予定価格（税込） ８５，００８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－３３８２－３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 市道２００３５号線道路整備工事（Ｒ０４） 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

工事場所 さいたま市大宮区仲町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 延長 145m 幅員 5m 道路土工一式 舗装工 インターロッキングブロック舗装

513 ㎡ 排水構造物工 Ｌ型側溝 260m 縁石工 12m 区画線工 16m 道路付属施

設工一式 構造物撤去工一式 付帯工一式 管きょ工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） ６１，４６８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市都市局都心整備部大宮駅東口まちづくり事務所 
電話 ０４８－６４６－３２９０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－１７４６－６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大原スポーツ広場排水施設改良工事 
工事場所 さいたま市浦和区大原３丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 公園土工一式 排水施設工一式 集水桝 5 基 浸透側溝 509m ボックスカルバ

ート 16m 暗渠集水管 1506m 付帯工一式 撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時１０分 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課 
電話 ０４８－８２９－１７２９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５２７号 

さいたま市の発注する「岩槻中央通り線市宿工区舗装工事（Ｒ４）」の特別簡易型総合評価方式一

般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 ⑴ 方式 

  特別簡易型 

 ⑵ 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 技術資料の提出及び審査 

⑴ 自己採点申請書の技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した評価値が最も高

い者（以下「第一順位者」という。）は工事ごとに定める入札説明書に基づき技術資料を作成し、

財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出すること。 

⑵ ⑴において、第一順位者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより第一順位者を決

定する。 

⑶ 自己採点申請書及び技術資料の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

⑷ 技術資料の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行い、第一順位者の順位に変動

が生じないときは、その者を落札候補者として通知する。 

⑸ 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

４ 入札参加資格の確認 

 ⑴ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た
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る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を契約課に提出しなければなら

ない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑵ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑴に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

５ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、４⑴及び⑵において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、新たな

第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算出し、順位に変動がなければ、

その者を新たに落札候補者とする。 

⑵ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 
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⑶ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算

出し、順位に変動がなければ、その者を新たに落札候補者とする。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下「

低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定めて

いる場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格が

調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入札

を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格取扱要綱に基づく低入札価

格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、第一順位者決定の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、そ

の翌日）の午後３時までに３⑴に掲げる技術資料並びに４⑴及び⑵に掲げる資格確認書類と併せ

て次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内
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訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、第一順位者決定の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶におい

て提出された書類に基づく低入札価格調査、技術資料の審査及び技術評価点の算出及び入札参加

資格の確認を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし総合評価を行わない。また、入札

参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とする。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」とい

う。）の方法は工事ごとに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額
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の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

⑴ さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１

項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑵ 自己採点申請書及び技術資料の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１１ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とする。 

⑻ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑼ 落札者は、技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工

事に配置すること。 

⑽ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

さいたま市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、さいたま市建設工

事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、さいたま

市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競

争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配

置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４３５９－２０ 
入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻中央通り線市宿工区舗装工事（Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区本町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 延長 557m 歩道舗装工 特殊ブロック舗装 （誘導ブロック）12 ㎡ （平板ブ

ロック）102 ㎡ 車道舗装工（夜間） 排水性舗装（表層）4510 ㎡ 路面切削

4510 ㎡ 区画線工一式 
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予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（岩槻中

央通り線市宿工区舗装工事（Ｒ４））.pdf」ファイルを参照すること。 
質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 

令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 
質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－６４６－３２１２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５２８号 

さいたま市の発注する「箕輪地内排水路整備工事（北河Ｒ４）」の一般競争入札について、次のと

おり公告する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）を利用して行う入札のため、シ

ステムで利用可能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。（ただ

し、参加申請時において、電子証明書の取得手続き中の場合は紙による入札参加を認める。）   

なお、入札に参加しようとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参

加申請受付期間に、競争参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工
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事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷  開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした
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入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 
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⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

さいたま市発注の予定価格１千万円未満の建設工事の中から、施工実績を緩和する一般競争入札を

実施します。 

※ 以下の公告により実施いたします 
契約整理番号 ０４－４３６８－２２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 箕輪地内排水路整備工事（北河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字箕輪地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 延長 101.4m Ｕ型水路工（U300×300）57.9m 長尺Ｕ字溝工 （U300×300）

30.8m （U300×450）12.7m 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） ７，６０１，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後２時３０分 
参

加

資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ
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と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの

以外に提出を要

する書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及

び開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５２９号 
さいたま市の発注する「下水道事業地質調査業務（南建－Ｒ４－３５１）」の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書
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比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１万

円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置する

こと。 

⑻ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４４８７－２８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 下水道事業地質調査業務（南建－Ｒ４－３５１） 
業務場所 さいたま市緑区宮本２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１７日まで 
概要 地質調査 延長 55m 力学試験一式 物理試験一式 土壌分析 延長 29.7m 含

有量試験（9 項目）一式 溶出試験（28 項目）一式 

予定価格（税込） １２，７１６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１０月２５日（火）午前９時から 

令和４年１０月２７日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１０月２８日（金）午前９時から 

令和４年１０月３１日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１日（火）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 地質調査 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件

を満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 本公告日において、地質調査業者登録規程（昭和５２年４月１５日建設省告示

第 

７１８号）に基づく地質調査業者の登録を受けていること。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

業務実績等に規定する、地質調査業者登録を証明する書類の写し 
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設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月１７日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月１７日（月）午前９時から 
令和４年１０月２４日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１０月２７日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せ

て提出すること。 

業務担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５３０号 
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第５８条第１項の規定により令和４年１０月１６日に実

施予定であった、さいたま都市計画事業岩槻駅西口土地区画整理審議会委員選挙について、宅地所有者が

選挙すべき委員の届出のあった候補者の数が選挙すべき委員の数を超えなかったため、土地区画整理法施

行令（昭和３０年政令第４７号）第３５条第４項の規定により次の候補者をもって当選人と定め、同条第

５項の規定により告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 宅地の所有者が選挙する委員の当選人 

氏  名 住  所    

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

２ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所管理係 

⑵ 電話 ０４８（７９０）０２３４ 
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さいたま市告示第１５３１号 
母子保健法（昭和４０年８月１８日法律第１４１号）第２０条第５項に規定する指定養育医療機関

から、母子保健法施行規則第１２条第１項第１号に基づく変更の届出があったため、さいたま市母子

保健法施行規則第１２条第１項の規定により告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 病院又は診療所の名称 
  名称 さいたま赤十字病院 
２ 変更した事項 
  開設者氏名 
  （変更前）日本赤十字社 社長 大塚 義治 

  （変更後）日本赤十字社 社長 清家 篤 
３ 変更年月日 
  令和４年７月１日 
３ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局保健所疾病予防対策課特定医療給付係 
⑵ 電話 ０４８（８４０）２２１９ 
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さいたま市告示第１５３２号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市桜区大字塚本字東耕地５１番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

ふじみ野市苗間６３５番地１７ 
株式会社フジミノ建設 代表取締役 萩原 勇 

３ 許可番号 
 令和４年６月１３日 
 第 開‐Ｓ２０２２０１５ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年１０月１４日 
 第 完‐Ｓ２０２２０１５ 号 
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さいたま市告示第１５３３号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、次の医療機関について、指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定

をしたので告示する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 指定した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴  担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３４号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

４条の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の開設者

から次のとおり指定医療機関等に係る変更の届出があったので告示する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 変更内容 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴  担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３５号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

０条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する指定自立支援医療機関の

開設者から次のとおり指定医療機関等に係る更新の届出があったので告示する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人     

１ 更新した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴  担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３６号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（精神通院医療）を担当する者として指定を受けてい

た指定自立支援医療機関の開設者から、次のとおり同法第６５条の規定による辞退の届出があったの

で告示する。 

令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人      

１ 辞退した医療機関 

 別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３７号 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の指定を受けた次の医師から、身

体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定による指定の辞退の届出があ

ったので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人      
１ 辞退の届出のあった医師 

別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３８号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６

５条の規定に基づき、指定医療機関（育成医療・更生医療）の開設者から次のとおり変更の届出があ

ったので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 変更の届出のあった医療機関 

 別紙のとおり（別紙省略） 

２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５３９号 
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に規定する医師として、次の医師

を指定したので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人      
１ 指定した医師 

別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５４０号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

９条第１項の規定に基づき、自立支援医療（育成医療、更生医療）を担当させる機関として次のもの

を指定したので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 指定した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５４１号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号） 

第６４条の規定に基づき、指定医療機関の開設者から次のとおり変更の届出があったので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 変更の届出のあった医療機関 
  別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５４２号 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号） 

第６０条第１項の規定に基づき、自立支援医療機関（育成医療、更生医療）を担当する指定医療機関

の開設者から次のとおり指定医療機関等に係る更新の届出があったので告示する。 
令和４年１０月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人    
１ 更新した医療機関 

別紙のとおり（別紙省略） 
２ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局福祉部障害支援課自立支援給付係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１３０５ 
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さいたま市告示第１５４３号 
 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令和４年９月２６日

さいたま市告示第１４２５号において公告した一般競争入札について、次のとおり中止としたので、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定により公示する。 
 また、中止に伴い地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令

和４年９月２６日さいたま市告示第１４２５号を次のとおり変更する。 
 
  令和４年１０月１７日 

                          さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 中止とした一般競争入札 

⑴ ア 契約整理番号 ０４－４４８７－２６ 
   イ 工事名 大谷口排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００４） 
   ウ 工事場所 さいたま市南区大字大谷口地内 
   エ 中止理由 設計図書に見直しの必要が生じたため。 
２ 変更する一般競争入札及び変更箇所 

⑴ ア 契約整理番号 ０４－４４５９－１６ 

  イ 工事名 産業道路原山工区雨水貯留施設整備工事（Ｒ４）（２債） 

  ウ 工事場所 さいたま市緑区太田窪３丁目地内 

  エ 変更内容 
   (ア)変更前 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
   (イ)変更後 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
⑵ ア 別表 
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  イ 変更内容 
    (ア)変更前      

対象工事 ア 道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－２）（２債） 

イ 大谷口排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００４） 

ウ 産業道路原山工区雨水貯留施設整備工事（Ｒ４）（２債） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

(イ)変更後 

対象工事 ア 道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－２）（２債） 

イ 産業道路原山工区雨水貯留施設整備工事（Ｒ４）（２債） 

概要 対象工事アの落札候補者が行った対象工事イの入札は無効とする。 
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さいたま市告示第１５４４号 
地方自治法施行令第１５８条第１項の規定により、２０２３年版（令和５年版）市民手帳の有償頒

布業務の代金収納事務を委託したので、さいたま市会計規則第３７条第２項の規定により告示する。 
令和４年１０月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 受託者 
 

所在地 さいたま市大宮区宮町１丁目１８番地 
 名 称 株式会社押田謙文堂 本店 
 

所在地 さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 浦和パルコ５階 

名 称 株式会社紀伊國屋書店 浦和パルコ店 

 
 所在地 さいたま市大宮区吉敷町４丁目２６７－２ コクーンシティ コクーン１ １階 
 名 称 株式会社紀伊國屋書店 さいたま新都心店 
 

所在地 さいたま市大宮区桜木町１丁目６番地２ そごう大宮店 ８階 

名 称 株式会社三省堂書店 大宮店 

 
  所在地 さいたま市中央区上落合２丁目３番５号 アルーサＢ館 
  名 称 株式会社書楽 

 
所在地 さいたま市浦和区仲町２丁目３番２０号 

 名 称 株式会社須原屋 本店 
 

所在地 さいたま市浦和区高砂１丁目１２番１号 ＣＯＲＳＯ ４階 
 名 称 株式会社須原屋 コルソ店 
 

所在地 さいたま市南区別所７丁目６番８－２０９号 
 名 称 株式会社須原屋 武蔵浦和店 
 

所在地 さいたま市南区別所７丁目１２番１号 

 名 称 株式会社須原屋 ビーンズ武蔵浦和店 
 

所在地 さいたま市見沼区島町３９３番地 ハレノテラスＤ棟 
  名 称 株式会社精文館書店 ＴＳＵＴＡＹＡハレノテラス東大宮店 
 

 所在地 さいたま市大宮区錦町６３０番地 JR 東日本 大宮駅構内 
 名 称 株式会社リブロプラス リブロ ecute 大宮店 
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２ 委託事務 

「２０２３年版（令和５年版）市民手帳」の頒布に係る売払代金の収納事務 
 
３ 委託期間  

令和４年１１月１日から令和４年１２月３１日まで 
 
４ 連絡先 
 ⑴ 担当 さいたま市役所市民局市民生活部市民生活安全課総務係 
 ⑵ 電話 ０４８（８２９）１２１４ 
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さいたま市告示第１５４５号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６２条第１項の規定による認可の告示があったので、

同法第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

令和４年１０月１８日 

さいたま市長 清水 勇人  

１ 都市計画事業の種類及び名称 

 さいたま都市計画道路事業３・２・８１号三橋中央通線 

２ 施行者の名称 

 さいたま市 

３ 事務所の所在地 

 さいたま市浦和区常盤六丁目４番４号 

４ 事業地の所在 

⑴ 収用の部分 

埼玉県さいたま市大宮区三橋二丁目、三橋四丁目及び西区大字水判土地内 

⑵ 使用の部分 

埼玉県さいたま市大宮区三橋二丁目、三橋四丁目及び西区大字水判土地内 
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さいたま市告示第１５４６号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６２条第１項の規定により、都市計画事業の図書の写

しの送付を受けたので、同条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。 

令和４年１０月１８日 

さいたま市長 清水 勇人  

１ 都市計画事業の種類及び名称 

 さいたま都市計画道路事業３・２・８１号三橋中央通線 

２ 縦覧場所 

さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路建設課 
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さいたま市告示第１５４７号 
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令和４年１０月

１４日さいたま市告示第１５２１号において告示した一般競争入札について、次のとおり中止とした

ので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定により告示

する。 
令和４年１０月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 中止した一般競争入札 

⑴ ア 件名 さいたま市立指扇小学校校舎改築工事に伴う地質調査業務 
イ 履行場所 さいたま市西区西大宮１丁目４９番地６号 
ウ 中止理由 仕様書の表示誤りのため 
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さいたま市告示第１５４８号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字徳力字東 
７５０番２、同番３、同番４、同番５、同番６、同番７、同番８、同番９、同番１０ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  東京都練馬区石神井町二丁目２６番１１号 
  一建設株式会社 代表取締役 堀口 忠美 
３ 許可番号 
  令和４年９月２１日 
  第変－Ｎ２０２１１９４号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月１８日 
第完－Ｎ２０２１１９４号 
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さいたま市告示第１５４９号 

さいたま市立指扇小学校校舎改築工事に伴う地質調査業務について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 
令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市立指扇小学校校舎改築工事に伴う地質調査業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市西区西大宮１丁目４９番地６ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
契約締結の日から令和５年３月１７日まで 

⑸ 入札参加形態 
単体企業とする。 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（設計・調査・

測量）（以下「名簿」という。）に業務「地質調査」で登載され、かつ、市内に本店を有する者

であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りではない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りではない。 

⑹ 本入札の告示日において、地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）に基づ

く地質調査業者の登録を受けている者であること。 

⑺ 平成２４年度以降、国（独立行政法人を含む）又は地方公共団体において、同種同業務を契約
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し、誠実に履行した実績を有している者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 
ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設整備課 

  担当 計画係 電話 ０４８（８２９）１６４２ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p092570.html 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和４年１１月４日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後

４時まで） 

 ⑶ 交付費用 

   無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 一般競争入札参加資格等確認資料 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送とする。ただし、郵送にて提出する場合は、書留郵便（簡易書留郵便を含む。）

とし、受付期間内必着とする。 
５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和４年１１月９日（水）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 仕様書等に関する質問及び回答 

⑴ 仕様書等に関して質問がある場合は、質疑応答書を次のとおり提出すること。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p092570.html
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ア 提出先 
３⑴アに同じ 

イ 受付期間 
３⑵に同じ 

ウ 提出方法 
４⑷に同じ 

⑵ 質問に対する回答 
ア 公表場所 

３⑴アに同じ 
イ 公表日時 

５⑵に同じ 
 ⑶ その他 

質問に対する回答を郵送で希望する者は、質疑応答書の提出時において返信用封筒に９４円切

手を貼付し、申し出た場合のみ受け付けるものとする。  
７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札参加資格の確認 

一般競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 
⑶ 提出方法 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 
⑷ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和４年１１月１６日（水）午前９時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館第１会議室 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑺ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和４年１１月１６日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

７⑷イに同じ 
⑻ 入札回数 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することはできない。 
⑼ 入札の辞退 

一般競争入札参加資格確認結果通知書を受け取った後であっても、入札を辞退することができ

る。その際は、入札辞退届を提出すること。 
⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 
⑾ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 
電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑿ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設整備課 
電話 ０４８（８２９）１６４２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

８ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行った

者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじ

を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
９ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１０ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
１１ その他 

契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部学校施設整備課及びホームページにおいて

閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 

 
 
 
 
 
 
 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５０号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市見沼区大字南中野字新田１１４３番３ 
⑵ 指定の年月日 令和４年１０月１９日 
⑶ 指定の番号 第北２２－０１８号 

 ⑷ 道路の幅員 ５．００ｍ 
 ⑸ 道路の延長 １９．２０ｍ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５１号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字西遊馬字本村１０１６番１、字上サ１５６２番９ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  （省略） 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ９ 月 ２ ２ 日 
 第変‐Ｎ２０２１１９１号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月１８日 
第完‐Ｎ２０２１１９１号 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５２号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和４年１０月２５日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

１０月 
１５日 猫 北区日進町 雑種 メス サビ 3～4 ヶ

月齢 無 負傷動物 

１０月 
１８日 犬 岩槻区末田 雑種 メス 白 3～6 歳 有 革製赤（茶に変色） 

 
連絡先 

⑴  担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５３号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき令和４年９月２８日さいたま市告示第１４３９号において公告した一般競争入札について、次

のとおり中止したので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項

の規定により公示する。 

令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 中止とした一般競争入札 

 件名 さいたま市産業振興会館 外１施設で使用する電気 

２ 中止とした理由 

  入札参加者がいないため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５４号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき令和４年９月２８日さいたま市告示第１４４０号において公告した一般競争入札について、次

のとおり中止したので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項

の規定により公示する。 

令和４年１０月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 中止とした一般競争入札 

 件名 北浦和インフォメーションセンター 外２施設で使用する電気 

２ 中止とした理由 

  入札参加者がいないため。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５５号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 送達をする書類 

・ 市県民税（普通徴収） 督促状 
・ 固定資産税・都市計画税 督促状 
・ 国民健康保険税（普通徴収） 督促状 

 ・ 軽自動車税（種別割） 督促状 
・  市県民税（特別徴収） 督促状 

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵  電話 ０４８（６４６）３０８１  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５６号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清水 勇人 
１ 送達をする書類 

・市県民税 督促状 
・固定資産税・都市計画税 督促状 
・軽自動車税 督促状 
・国民健康保険税 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 
⑴  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５７号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清水 勇人 
１ 送達をする書類 

差押書 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 

別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５５８号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清水 勇人 
１ 送達をする書類 

・差押調書(謄本) 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 

別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴  送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵  公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示１５５９号 
 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
  令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 送達をする書類 

差押調書（謄本） 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付す

る。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴  担当 さいたま市役所財政局北部市税事務所納税課 
⑵  電話 ０４８（６４６）３０４９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さいたま市告示第１５５９号

⑴

⑵



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６０号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
  令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市中央区大戸六丁目８４９番 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  （省略） 
３ 許可番号 

 令和４年９月２７日 
 第 変‐Ｓ２０２１０６３ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年１０月１９日 
 第 完‐Ｓ２０２１０６３ 号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６１号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和４年１０月２５日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

１０月 
１９日 猫 北区見沼 雑種 オス 茶白 1～2 

ヶ月齢 無 負傷動物 

 
連絡先 

⑴  担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市西区大字西遊馬字高木２０７２番１、２０７２番４、２０７３番１、２０７３番３、 

２０７４番３、２０７４番４、２０７５番１、２０７５番３、２０７６番１、２０７６番３、 
２０７７番１、２０７８番１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
東京都武蔵野市境２丁目２番２号 
株式会社 飯田産業 
代表取締役 築地 重彦 

３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ９ 月 ３ ０ 日 
 第変‐Ｎ２０２２０３５号 
４ 検査済証番号 
令和４年１０月１９日 

 第完‐Ｎ２０２２０３５号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６３号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市北区奈良町４８番１０、４８番５０、４８番５１、４８番５２、４８番５３、 

４８番５４、４８番５５、４８番５６、４８番５７、４８番５８、４８番５９ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

東京都西東京市芝久保町四丁目２６番３号 
株式会社 東栄住宅 
代表取締役 佐藤 千尋 

３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ８ 月 １ ８ 日 
 第変‐Ｎ２０２２０３３号 
４ 検査済証番号 
令和４年１０月１９日 

 第完‐Ｎ２０２２０３３号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



⑴

⑵
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さいたま市告示第１５６５号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市桜区栄和三丁目８８１番８ 
⑵ 指定の年月日 令和４年１０月２１日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０１７号 
⑷ 道路の幅員 ４．０１ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ２５．０６ｍ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６６号 
さいたま市統計調査条例（平成１３年５月１日さいたま市条例第１６号）第２条第１項第２号に規

定するさいたま市東京都市圏物資流動調査（事前調査）を次のとおり実施するので、同条例第３条の

規定により告示する。 
令和４年１０月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 調査に付する事項 

⑴ 件名 
  さいたま市東京都市圏物資流動調査（事前調査） 
⑵ 目的 

令和 5 年度に予定している第 6 回東京都市圏物資流動調査（本調査）の回収率などを事前に

想定するため、本調査と同様の手法である、郵送・オンライン方式での東京都市圏物資流動調査

（事前調査）を実施することで、各地域・各業種での回収率及び回答の状況を確認し、本調査を

効果的に実施する基礎資料を得ることを目的とする 
⑶ 地域的範囲 

  さいたま市全域 

⑷ 属性的範囲 

  事業所 

⑸ 選定方法 

  事業所母集団データベース令和２年次フレームを母集団情報として用い、地域的範囲に所在す

る事業所から無作為抽出により選定 

⑹ 期日又は期間 

  令和４年１０月３１日～１２月９日（調査実施期間中の任意の１日） 

⑺ 報告事項 

  事業所機能調査票、企業アンケート調査票 

⑻ 調査方法 

  郵送調査、オンライン調査 

 

２ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所都市局都市計画部交通政策課企画調整係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１０５３ 
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さいたま市告示第１５６７号 

さいたま市通所型短期集中予防サービス事業業務（見沼区南部圏域）について、次のとおり一般競

争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６

７条の６の規定に基づき公告する。 

令和４年１０月２１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市通所型短期集中予防サービス事業業務（見沼区南部圏域） 

⑵ 履行場所 

さいたま市見沼区外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和５年３月２９日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、さいたま市から第１号通所事業又は介護予防通所リハビリテーショ

ンの指定を受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課 

担当 地域支援係 電話 ０４８（８２９）１２５７ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和４年１１月４日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
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⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和４年１１月８日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１１月１１日（金）午前９時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階第２会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
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⑷ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和４年１１月１１日（金）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

６⑵イに同じ 
⑸ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 

電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課 

電話 ０４８（８２９）１２５７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

 ⑶ 議決の要否 

   否 

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局長寿応援部いきいき長寿推進課及びホームページにおい

て閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５６８号 

さいたま市の発注する「ＦＤ－１７・ＦＤ－２０排水路整備工事（南河Ｒ４）」ほか１４件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工
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事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較
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価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい
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て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

 

 

 

 

契約整理番号 ０４－４４６８－１３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 ＦＤ－１７・ＦＤ－２０排水路整備工事（南河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市緑区大字新宿地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 排水路整備 鉄筋コンクリート柵渠 （400×400）106m （500×900）70m 管

布設（VUφ200）2m 集水桝 （700×700×1100）1 基 （1100×1100×2300）1

基 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
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令和４年１１月１０日（木）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－８４０－６２３１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
契約整理番号 ０４－３２８９－９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 与野駅西口土地区画整理事業 区９－２号線歩道築造工事 
工事場所 さいたま市中央区大字下落合地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 幅員 9m 延長 64m 道路土工一式 排水施設工 100m 舗装工 503 ㎡ 路側工

131m 撤去工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後１時４０分 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所 

電話 ０４８－８４０－６１５３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 
契約整理番号 ０４－４３６８－２３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 柏崎排水路整備工事（北河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字横根地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 Ｕ型水路布設工（U1600×2000）52.6m 付帯工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） ４０，９０９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時２０分 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は南区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－６４６－３２３１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約整理番号 ０４－４３６５－１０８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ１１５号線）その２ 

工事場所 さいたま市岩槻区大字横根地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 165.0m 幅員 6.1～6.4m 道路土工一式 排水構造物工 箱型自由勾配側溝

（300、400 型）180m 箱型自由勾配側溝土留型（400、1000、1200 型）134m 集

水桝（□500×深 550、650、650（桝高 1200））4 基 舗装工 下層路盤（RC-40

）203 ㎡ 上層路盤（RM-40、t＝30 ㎝）203 ㎡ 路面切削（切削厚 t＝5 ㎝）

【夜間】21 ㎡ 切削オーバーレイ（切削深 t＝12 ㎝、再生粗粒度 As、t＝7 ㎝）

【夜間】1040 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5 ㎝）【夜間】1060 ㎡ 付帯工

一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、浦和区又は緑区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

 

 

 

 

 

契約整理番号 ０４－４３５６－１０２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 自転車通行環境整備工事（一般県道東門前蓮田線外３路線） 

工事場所 さいたま市見沼区深作１丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 2480m 区画線設置 1327m 区画線消去 2117m 矢羽根（溶融噴射式カラー

塗装工）568 箇所 樹脂系すべり止め舗装工 936 ㎡ 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３５６－１０３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 自転車通行環境整備工事（市道１００６７号線外３路線） 

工事場所 さいたま市北区東大成町２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 1503m 区画線設置 3708m 区画線消去 4729m 矢羽根 （溶融噴射式カラ

ー塗装工）86 箇所 （溶剤型ペイントカラー舗装工）182 箇所 薄層カラー舗装

工 381 ㎡ 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１０９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３５０１号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字笹久保新田地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 270m 幅員 5.5～6.0m 舗装工 不陸整正（

RM-40、平均 t＝4 ㎝）2140 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）2140 ㎡ 

付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４主要地方道越谷岩槻線）その２ 

工事場所 さいたま市岩槻大字末田地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 176.0m 幅員 3.2m～7.0m 舗装工 路面切

削工（切削深さ t＝5 ㎝）10 ㎡ 切削オーバーレイ工（切削深さ t＝12 ㎝、再生

粗粒度 As-20、t＝7 ㎝）763 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）773

㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ２３２号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字黒谷地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 121.6m 幅員 5.2m～8.8m 道路土工一式 

排水構造物工 長尺 U 形側溝 （深 300）197m （深 400）40m 切回し側溝（逃

げ 600）3 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝19 ㎝）75 ㎡ 上層路盤（RM-

40、t＝15 ㎝）75 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）525 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４４５９－１９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 道場三室線２工区街路整備工事（Ｒ４－１）（２債） 
工事場所 さいたま市桜区西堀９丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和６年３月８日まで 
概要 延長 230m 幅員 37.5m 道路土工一式 地盤改良工（セメント安定処理）2940

㎡ 擁壁工 39m 排水構造物工 713m 安全施設工 236m 縁石工 316m 舗装工 

（車道部）3493 ㎡ （歩道部）2266 ㎡ 区画線工 1634m 電線共同溝 管路工 

（電力）2281m （通信）1974m プレキャストボックス工 26 基 仮設工一式 

予定価格（税込） ２５２，３６２，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－８４０－６２１２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 
契約整理番号 ０４－４３８７－４０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻第１－２処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－１０２０） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字金重地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年８月３１日まで 
概要 延長 994.1m 管きょ工 開削（φ200、硬質塩ビ管）923.2m 泥土圧推進（φ

200、低耐荷力）70.9m マンホール工 組立１号マンホール 10 箇所 組立楕円

マンホール 25 箇所 小型マンホール 1 箇所 組立１号マンホール（立坑）1 箇

所 取付管工 取付管 126 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－６４６－３２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 
契約整理番号 ０４－４３８７－４１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第１０－３処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－２００２） 
工事場所 さいたま市大宮区大原６丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年６月３０日まで 
概要 延長 149.8m 管きょ工 開削 （φ400mm、硬質塩ビ管）83.1m （φ200mm、硬

質塩ビ管）2.7m （φ300mm、圧送管）36.9m 鋼製さや管ボーリング推進（φ

400mm）6.0m 管きょ更生工（既設管径φ1200mm）21.1m マンホール工 楕円マ

ンホール 1 箇所 組立１号マンホール 2 箇所 ライナープレート内特殊２号マン

ホール 1 箇所 Ｃｏ製矩形沈設マンホール（□1800×1200）1 箇所 Ｃｏ製ケー

シング２号マンホール 1 箇所 取付管工 8 箇所 付帯工一式 マンホールポンプ

1 箇所 

予定価格（税込） １１６，５２３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)又は(2)の要件を満たし、かつ、(3)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と

して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

(2) 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

(3) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する(2)の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－７２５３－２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻区役所府内別館予防保全・新療育センター整備（電気設備）工事 
工事場所 さいたま市岩槻区府内１丁目８番１号 
履行期間 契約確定の日から令和５年１２月１４日まで 
概要 電灯設備工事一式 動力設備工事一式 受変電設備工事一式 発電設備工事一式 

構内情報通信網設備工事一式 構内交換設備工事一式 映像・音響設備工事一式 

拡声設備工事一式 誘導支援設備工事一式 テレビ共同受信設備工事一式 監視

カメラ設備工事一式 自動火災報知設備工事一式 昇降機設備工事一式 構内配

電線路工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） ２０９，６６０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 電気工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の電気工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－７２５３－３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻区役所府内別館予防保全・新療育センター整備（機械設備）工事 
工事場所 さいたま市岩槻区府内１丁目８番１号 
履行期間 契約確定の日から令和５年１２月１４日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 衛生器具設備工事一式 給水設備工

事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 消火設備工事一式 既存設備撤

去工事一式 
予定価格（税込） １８０，２９０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 管工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－９８５８－１６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 秋葉の森総合公園南工区バーベキューエリア基盤整備工事 
工事場所 さいたま市西区大字中釘地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２７日まで 
概要 工事面積 1.16ha 撤去工（伐採、伐竹、抜根）一式 敷地造成工一式 樹木養

生工一式 柵工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） １００，１００，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 造園工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の造園工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市都市局みどり公園推進部北部公園整備課 

電話 ０４８－６４６－３１７６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５６９号 

さいたま市の発注する「第１内田排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００３）」の特別簡易型総合

評価方式一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 総合評価方式に関する事項 

 総合評価方式については次のとおりである。なお、落札者決定基準の詳細及び総合評価方式の実施

については、「さいたま市総合評価方式活用ガイドライン」（以下「総合評価方式ガイドライン」と

いう。）及び「総合評価方式に係る入札説明書」（以下「入札説明書」という。）による。 

 ⑴ 方式 

  特別簡易型 

 ⑵ 評価値の算出方法 

  除算方式 

３ 技術資料の提出及び審査 

⑴ 自己採点申請書の技術評価点及び入札書に記載された金額を総合的に評価した評価値が最も高

い者（以下「第一順位者」という。）は工事ごとに定める入札説明書に基づき技術資料を作成し、

財政局契約管理部契約課（以下「契約課」という。）に提出すること。 

⑵ ⑴において、第一順位者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより第一順位者を決

定する。 

⑶ 自己採点申請書及び技術資料の提出方法及び提出期間は、入札説明書に明記する。 

⑷ 技術資料の審査及び技術評価点の算出は、入札説明書に基づき行い、第一順位者の順位に変動

が生じないときは、その者を落札候補者として通知する。 

⑸ 工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。

）の制限の範囲を超えた価格をもって入札を行った者については、総合評価は行わない。また、

６に規定する低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

られた者については、総合評価は行わない。 

４ 入札参加資格の確認 

 ⑴ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た
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る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を契約課に提出しなければなら

ない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑵ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑴に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

５ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、４⑴及び⑵において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、新たな

第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算出し、順位に変動がなければ、

その者を新たに落札候補者とする。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

⑵ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑶ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、新たな第一順位者から技術資料の提出を求め、審査及び技術評価点を算

出し、順位に変動がなければ、その者を新たに落札候補者とする。 

６ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下「

低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定めて

いる場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格が

調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入札

を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格取扱要綱に基づく低入札価

格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、第一順位者決定の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、そ

の翌日）の午後３時までに３⑴に掲げる技術資料並びに４⑴及び⑵に掲げる資格確認書類と併せ

て次に掲げる書類を契約課に提出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌
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日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、第一順位者決定の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶におい

て提出された書類に基づく低入札価格調査、技術資料の審査及び技術評価点の算出及び入札参加

資格の確認を経て行う。低入札価格調査において、当該契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められた場合は、その者がした入札を失格とし総合評価を行わない。また、入札

参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とする。 

７ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布及び入札説明書の配布（以下「設計図書等の閲覧等」とい

う。）の方法は工事ごとに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

８ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

９ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 
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⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

１０ 入札の無効 

⑴ さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１

項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑵ 自己採点申請書及び技術資料の提出をしない者が行った入札は無効とする。 

１１ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載する配置予定技術者は同一の者とする。 

⑻ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑼ 落札者は、技術資料及び一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工

事に配置すること。 

⑽ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

さいたま市建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、さいたま市建設工

事総合評価方式試行要綱（平成１８年さいたま市制定）、総合評価方式ガイドライン、さいたま

市総合評価方式実施マニュアル（入札参加者用）、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競

争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配

置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 

 

 

 

 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３８７－４２ 
入札方法 一般競争入札（電子・特別簡易型総合評価方式） 
参加形態 単体企業 
工事名 第１内田排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００３） 
工事場所 さいたま市見沼区大和田町１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年６月３０日まで 
概要 延長 280.5m 管きょ工 開削 （φ700mm、鉄筋コンクリート管）165.7m （φ

900mm、鉄筋コンクリート管）88.9m （φ1350mm、ＦＲＰＭ管）25.9m マンホ

ール工 組立２号マンホール 2 箇所 組立矩形マンホール （1500×1500）1 箇

所 （2200×2200）1 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 
入札説明書については、入札情報公開システムに掲載する「入札説明書（第１内

田排水区下水道工事（北建－Ｒ４－２００３））.pdf」ファイルを参照するこ

と。 
質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 
質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－６４６－３２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５７０号 
さいたま市の発注する「南部第３処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００８）」ほか２件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち
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最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額
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の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 
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別表 
  
 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める「所在地
区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

 
対象工事 ア 南部第３処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００８） 

イ 準用河川油面川河床整備工事（南河Ｒ４）（２債） 

ウ 準用河川文蔵川更新工事（南河Ｒ４） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４４８７－３０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 南部第３処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００８） 
工事場所 さいたま市緑区大字下山口新田地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年８月１８日まで 
概要 延長 576.20m 開削（管径 200mm、硬質塩ビ管）474.10m 低耐荷力管推進（管径

200mm、塩ビ管）85.30m マンホール工 組立楕円マンホール 10 箇所 組立 1 号

マンホール 5 箇所 現場打ち 2 号マンホール 1 箇所 立坑工一式 取付管 30 箇

所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は岩槻区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４４６８－１１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 準用河川油面川河床整備工事（南河Ｒ４）（２債） 
工事場所 さいたま市桜区桜田３丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年５月３１日まで 
概要 河床整備工事 延長 561m 幅員 5.1m 河川土工一式 護床工 布製型枠工 2960

㎡ 付属物設置工一式 構造物補修工 1 構造物 構造物撤去工一式 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は北区に、本店を有して

いること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－８４０－６２３１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４４６８－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 準用河川文蔵川更新工事（南河Ｒ４） 
工事場所 さいたま市南区辻８丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 延長 150m 鋼矢板補修工 1039 ㎡ コンクリート補修工一式 付帯工一式 仮設

工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後２時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、大宮区又は見沼区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所河川整備課 

電話 ０４８－８４０－６２３１ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５７１号 
さいたま市の発注する「鴨川第２２処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－３００５）」ほか３件の

一般競争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成
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績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工
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事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較
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価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 
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⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 
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別表 
 

対象工事 ア 鴨川第２２処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－３００５） 

イ 南部処理区外下水道工事（北再－Ｒ４－３００３） 

ウ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４１３０９号線） 

エ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０５５１号線外） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４３８４－２６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第２２処理分区外下水道工事（北再－Ｒ４－３００５） 
工事場所 さいたま市大宮区桜木町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 取付管きょ更生工 48 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－６４６－３２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 
契約整理番号 ０４－４３８４－２７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 南部処理区外下水道工事（北再－Ｒ４－３００３） 
工事場所 さいたま市大宮区大門町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 
概要 取付管きょ更生工 51 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－６４６－３２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４１３０９号線） 

工事場所 さいたま市西区湯木町１丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 83m 幅員 4.3m 道路土工一式 排水構造物

工 長尺 U 形側溝（300×300）112m L 型長尺 U 形側溝（深 300）49m 集水ます

（□500、桝深 550）2 箇所 横断暗渠（300×240）6m 舗装工 下層路盤（RC-

40、t＝15 ㎝）72 ㎡ 上層路盤（M-30、t＝10 ㎝）72 ㎡ 表層（再生密粒度 As-

20、t＝5 ㎝）256 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後３時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１０５５１号線外） 

工事場所 さいたま市北区土呂町１丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年２月２８日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 127.6m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構

造物工 長尺 U 形側溝（深 300）107m 切回し側溝（にげ 600）3 箇所 角型集

水ます（深 550）1 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝19 ㎝）36 ㎡ 上層路盤

（RM-40、t＝15 ㎝）36 ㎡ 不陸整正（RM-40、平均 t＝4 ㎝）669 ㎡ 表層（再

生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）669 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後４時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 

令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア、イ又はウの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又

は中止する場合がある。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５７２号 
さいたま市の発注する「排水路詳細設計業務（北河Ｒ４その２）」の一般競争入札について、次の

とおり公告する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書
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比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１万

円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置する

こと。 

⑻ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０４－４３６８－２４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 排水路詳細設計業務（北河Ｒ４その２） 
業務場所 さいたま市岩槻区大字飯塚地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 管路施設実施設計業務 0.27 ㎞ 測量（現地測量・路線測量）一式 

予定価格（税込） １１，５０６，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月２日（水）午前９時から 

令和４年１１月７日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月８日（火）午前９時から 

令和４年１１月９日（水）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１０日（木）午後４時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 建設コンサルタント／河川 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「河川、砂防及び海岸

部門」の登録があること。 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月２４日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月２４日（月）午前９時から 
令和４年１１月 １日（火）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月７日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 
さいたま市建設局北部建設事務所河川整備課 
電話 ０４８－６４６－３２３１ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５７３号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 送達をする書類 

参加差押通知書 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑶  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑷  電話 ０４８（６４６）３０４３  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

さいたま市告示第１５７４号 

市道路線認定に関する告示 

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第８条第１項の規定に基づき、次のように市道の路線を認定したの

で、同法第９条の規定により告示する。 

 その関係図面は、告示の日より１５日間、北区及び岩槻区はさいたま市建設局北部建設事務所土木

管理課において、浦和区及び緑区はさいたま市建設局南部建設事務所土木管理課において一般の縦覧

に供する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人       

 

 

整理番号 路線名 起点終点 重要な経過地 

１ Ｊ第４９５号線 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 12 地先 

 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 6 地先 

 

２ Ｌ第１３６４号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 3 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 25 地先 

 

３ Ｌ第１３６５号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2040 番 1 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2033 番 8 地先 

 

４ Ｌ第１３６６号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

 

５ Ｌ第１３６７号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 7 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2029 番 1 地先 

 

６ Ｌ第１３６８号線 
さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 27 地先 

 

さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 38 地先 

 

７ １２９４９号線 
さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 26 地先 

 

さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 32 地先 

 

８ １ ７ ７ ８ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 13 地先 

 

９ １ ７ ７ ９ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 16 地先 

 

 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市告示第１５７５号 
市道路線廃止に関する告示 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に基づき、市道の路線を次のように廃止し

たので、同条第３項の規定において準用する、同法第９条の規定により告示する。 
 その関係図面は、告示の日より１５日間、さいたま市建設局南部建設事務所土木管理課において、

一般の縦覧に供する。 
令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人       
 
 
 

整理番号 路線名 起点終点 重要な経過地 

１ Ｌ 第 ２ ９ ８ 号 線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先  

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2029 番 1 地先 

 

２ Ｌ 第 ２ ９ ９ 号 線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2035 番 1 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2035 番 4 地先 

 

３ Ｌ 第 ３ ０ ０ 号 線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2032 番 1 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2032 番 1 地先 

 

 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市告示第１５７６号 
道路の区域の決定に関する告示 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のように市道の区域を決定し

たので告示する。 
 その関係図面は、告示の日より１５日間、北区及び岩槻区はさいたま市建設局北部建設事務所土木

管理課において、浦和区及び緑区はさいたま市建設局南部建設事務所土木管理課において一般の縦覧

に供する。 
令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人       
 
 

路線名 区間 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 

Ｊ第４９５号線 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 12 地先 

 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 6 地先 

5. 00 81. 73 

Ｌ第１３６４号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 3 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 25 地先 

6. 00 90. 63 

Ｌ第１３６５号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2040 番 1 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2033 番 8 地先 

6. 00 130. 78 

Ｌ第１３６６号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

1. 82 20. 44 

Ｌ第１３６７号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 7 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2029 番 1 地先 

1. 82 59. 54 

Ｌ第１３６８号線 
さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 27 地先 

 

さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 38 地先 

4.00 86. 76 

１２９４９号線 
さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 26 地先 

 

さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 32 地先 

4.00 63. 53 

１ ７ ７ ８ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 13 地先 

5.00 41. 86 

１ ７ ７ ９ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 16 地先 

5. 00 102. 04 

 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市告示第１５７７号 
道路の区域の変更に関する告示 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のように道路の区域を変更し

たので告示する。 
 その関係図面は、告示の日より１５日間、さいたま市建設局北部建設事務所土木管理課において一

般の縦覧に供する。 

令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
 

１ 道路の種類 市道 

路線名 区間 
変更前 

変更後 

幅員

(m) 
延長(m) 

２０６２３号線 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

前 

2.71 

～ 

2.73 

30.47 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

後 

5.96 

～ 

6.37 

30.47 

３０１１２号線 

さいたま市北区櫛引町二丁目１２０番１地先 

 

さいたま市北区櫛引町二丁目１２４番１地先 

前 

3.83 

～ 

3.85 

67.89 

さいたま市北区櫛引町二丁目１２０番１地先 

 

さいたま市北区櫛引町二丁目１２４番１地先 

後 6.00 67.89 

３１４０１号線 

さいたま市西区大字高木字東浦１３２０番１地先 

 

さいたま市西区大字高木字東浦１２５６番２地先 

前 

3.66 

～ 

3.83 

288.40 

さいたま市西区大字高木字東浦１３２０番１地先 

 

さいたま市西区大字高木字東浦１２５６番２地先 

後 

3.83 

～ 

4.00 

288.40 

 
 
 
 
 
 
 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市告示第１５７８号 
道路の供用開始に関する告示 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のように道路の供用を開始す

るので告示する。 
 その関係図面は、告示の日より１５日間、西区、北区、見沼区及び岩槻区はさいたま市建設局北部

建設事務所土木管理課において、浦和区、南区及び緑区はさいたま市建設局南部建設事務所土木管理

課において一般の縦覧に供する。 
令和４年１０月２４日 

 
さいたま市長 清 水 勇 人     

 
１  道路の種類  市道 

路線名 区間 供用開始年月日 

Ｆ 第 ５ １ ３ 号 線 

さいたま市南区別所一丁目 1367 番 1 地先 

 

さいたま市浦和区高砂二丁目 125 番 1 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｊ 第 ４ ９ ５ 号 線 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 12 地先 

 

さいたま市浦和区瀬ヶ崎五丁目 430 番 6 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｌ第１３６４号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 3 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 25 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｌ第１３６５号線 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2040 番 1 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2033 番 8 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｌ第１３６６号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2038 番地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｌ第１３６７号線 
さいたま市緑区大字三室字東宿 2036 番 7 地先 

 

さいたま市緑区大字三室字東宿 2029 番 1 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

Ｌ第１３６８号線 
さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 27 地先 

 

さいたま市緑区大字中尾字不動谷 435 番 38 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

１ ２ ９ ４ ９ 号 線 
さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 26 地先 

 

さいたま市北区土呂町二丁目 99 番 32 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

２ ０ ６ ２ ３ 号 線 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

 

さいたま市見沼区大字南中丸字合野谷７５６番１地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

３ ０ １ １ ２ 号 線 

さいたま市北区櫛引町二丁目 120 番 1 地先 

 

さいたま市北区櫛引町二丁目 124 番 1 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

３ １ ４ ０ １ 号 線 

さいたま市西区大字高木字東浦 1320 番 1 地先 

 

さいたま市西区大字高木字東浦 1256 番 2 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

１ ７ ７ ８ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 13 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

１ ７ ７ ９ 号 線 
さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 7 地先 

 

さいたま市岩槻区大字小溝字内耕地 189 番 16 地先 

令和 4 年 10 月 25 日 

 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市告示第１５７９号 
 

電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第３条第１項の規定に基づき、電線

共同溝を整備すべき道路を指定したので、同条第４項の規定に基づき次のとおり告示する。 
 

令和４年１０月２４日 
 

さいたま市長 清 水 勇 人   
 
 

道路の種類 路線名 区間 指定の部分 

市道 ２００２９号線 

さいたま市大宮区桜木町一丁目２９４番地先から 

 

さいたま市大宮区桜木町一丁目３５６番地先まで 
上り線 

 
 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５８０号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字裏慈恩寺字新房２３８番１、２３９番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  （省略） 
３ 許可番号 
  令和４年２月２１日 
  第開－Ｎ２０２１１６０号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月２１日 
第完－Ｎ２０２１１６０号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５８１号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１０ ０号）第３６条第３項の規定に

より、次の開発行為に関する工事が完 了したので公告する。 
  令和４年１０月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区大字三室字原前１１６１番４、１１６２番８、１１６３番１、１１６３番６、

１１６３番７、１１６３番８、１１６３番９、１１６３番１０、１１６３番１１、１１６３番１

２、１１６３番１３、１１６３番１４、１１６３番１５、１１６３番１６、１１６３番１７、１

１６３番１８、１１６３番１９、１１６３番２０、１１６３番２１、１１６３番２２ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
さいたま市南区沼影１丁目１３番１号 

ポラスタウン開発株式会社 代表取締役 中内 晃次郎 
３ 許可番号 

 令和４年６月２１日 
 第 開‐Ｓ２０２２０２２ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年１０月２５日 
 第 完‐Ｓ２０２２０２２ 号 
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さいたま市告示第１５８２号 

さいたま市立高砂小学校外１５５校ファクシミリ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和４年１０月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市立高砂小学校外１５５校ファクシミリ賃貸借 

⑵ 借入場所 
さいたま市浦和区岸町４－１－２９ さいたま市立高砂小学校外１５５校 

⑶ 数量・特質等 
仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年２月１日から令和１０年１月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置、設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持し、

万が一問題が発生した場合には即時に対応ができる者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 

担当 財務係 電話 ０４８（８２９）１６３５ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和４年１１月１０日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和４年１１月１６日（水）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和４年１１月２２日（火）午前１０時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第２入札室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和４年１１月２２日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１５８３号 

さいたま市個人住民税データエントリ業務（令和５年度課税分）について、次のとおり一般競争入

札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の６の規定に基づき公告する。 

  令和４年１０月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市個人住民税データエントリ業務（令和５年度課税分） 

⑵ 履行場所 

受託者作業所内 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和４年１２月９日から令和５年７月１４日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「電算」の受注希望業務「データ入力」で登載されている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 ⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

⑺ 本入札の告示日から過去２年以内に国又は地方公共団体と同種業務を受託し、当該業務におい

て６月以内の期間に３５万件以上の課税資料（確定申告書、源泉徴収票、給与支払報告書総括表、



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

給与支払報告書個人別明細書、公的年金等支払報告書個人別明細書及び住民税申告書の合計）の

データエントリを誠実に履行した実績を有する者であること。なお、複数の契約の合算を可とす

る。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部市民税課 

担当 市民税システム係 電話 ０４８（８２９）１１９８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和４年１１月２２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和４年１１月２８日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

総価で行う。入札金額は、各業務の単価を件数で乗じた総合計金額を記入し、内訳を記載した

内訳書を入札書に添付すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１２月２日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１２月２日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部税制課 

電話 ０４８（８２９）１１６０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部市民税課 

電話 ０４８（８２９）１１９８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約形態 

   単価契約とする。なお、詳細は入札説明書による。 

⑵ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑶ 契約書作成の要否 

   要（費用は受託者負担） 

⑷ 議決の要否 
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   否 

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局税務部市民税課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１５８４号 

さいたま市青少年宇宙科学館で使用する電気について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

令和４年１０月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴  件名及び数量 

さいたま市青少年宇宙科学館で使用する電気 ４４９，０００キロワット時 

⑵ 需要場所 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ 

⑶ 業務概要 

  入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 需給期間 

令和５年２月１日から令和６年１月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「その他」内の営業種目「電気」で登載されている者であるこ

と。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと 

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から開札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）施行後の電気事業法（昭和３

９年法律第１７０号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者の登録を受けた者、電気事

業法附則第２条第１項により同法第２条の２の登録を受けたものとみなされる者又は小売電気事

業者の電力を媒介、代理、取次をする者であること。 

⑸ １⑵の需要場所に要する予定使用電力量の供給に十分な電源を確保している者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 
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担当 管理係 電話 ０４８（８８１）１５１５ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p067923.html 

⑵  交付期間 

告示の日から令和４年１１月１６日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市青少年宇宙科

学館条例（平成１３年さいたま市条例第１２５号）第４条に規定する休館日を除く午前９時から

午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和４年１１月１６日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－００５１ さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会青少年宇

宙科学館 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 

令和４年１２月２日（金）午前９時から午後４時まで。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p067923.html
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い。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

ア 初度入札に限り、郵送（一般書留又は簡易書留）による提出とする。 

イ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和４年１２月１２日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

４⑸イに同じ 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年１２月１４日（水）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市青少年宇宙科学館３階多目的教室１ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 

電話 ０４８（８８１）１５１５ ＦＡＸ ０４８（８８２）９７０２ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 
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否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


 

 

さいたま市告示第１５８５号 

 公印の新調及び改刻をしたので、さいたま市公印規則（平成１３年さいたま市規則第１５号）第１

５条の規定に基づき次のとおり告示する。 

  令和４年１０月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 新調した公印の種類及び個数 

 ⑴ 健康増進課 さいたま市現金取扱員領収印                   １個 

⑵ 住宅政策課  さいたま市現金取扱員領収印                      １個 

 

２ 新調した公印の印影 

  別紙のとおり 
 
３ 使用開始年月日 
  令和４年１１月４日 
 
４ 改刻した公印の種類及び個数 

 ⑴ 東部環境センター さいたま市出納員領収印                  １個 

⑵ 北部建設事務所道路維持課 さいたま市出納員領収印                １個 

⑶ 北部建設事務所建築指導課 さいたま市出納員領収印              １個 

 ⑷ 七里支所 さいたま市見沼区出納員領収印                   １個 

⑸ 福祉課 さいたま市見沼区出納員領収印                    １個 

 ⑹ くらし応援室 さいたま市緑区出納員領収印                  １個 

 ⑺ 高齢介護課 さいたま市岩槻区出納員領収印                  １個 

 ⑻ 植竹公民館 さいたま市現金取扱員領収印                   １個 

 ⑼ 日進支所 さいたま市北区現金取扱員領収印５                 １個 

 ⑽ 大宮駅支所 さいたま市大宮区現金取扱員領収印７               １個 

 ⑾ 七里支所 さいたま市見沼区現金取扱員領収印１                １個 

 ⑿ 土合支所 さいたま市桜区現金取扱員領収印１                    １個 

 ⒀  北浦和駅市民の窓口 さいたま市浦和区現金取扱員領収印３            １個 

 ⒁ くらし応援室 さいたま市緑区現金取扱員領収印１               １個 

 ⒂ 総務課 さいたま市緑区現金取扱員領収印                   １個 

 

５ 改刻した公印の印影 

  別紙のとおり（別紙省略） 

 

６ 使用開始年月日 

  令和４年１１月４日 

 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）

（別紙省略）



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５８７号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市桜区中島二丁目２０４番１ 
⑵ 指定の年月日 令和４年１０月２７日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０１８号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ３４．９９ｍ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示第１５８８号 

 令和４年さいたま市議会９月定例会において議決された次の補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定により、別紙のとおり公表する。 

令和４年１０月２８日 
さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第７号） 
２ 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第８号） 
３ 令和４年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 
４ 令和４年度さいたま市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 
５ 令和４年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計補正予算（第１号） 
６ 令和４年度さいたま市水道事業会計補正予算（第１号） 
７ 令和４年度さいたま市下水道事業会計補正予算（第１号） 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 
議案第１１５号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ７ 号 ） 
 

 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５，２６６，４４７千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ６６８，４１４，３６９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正）  

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

  令和４年９月７日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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  第　１　表     歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃18  国庫支出金      │                    │     141,331,486│         887,269│     142,218,755┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  国庫負担金      │      98,963,327│         619,152│      99,582,479┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  国庫補助金      │      42,003,331│         268,117│      42,271,448┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃19  県支出金        │                    │      32,900,712│         114,625│      33,015,337┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  県補助金        │       6,088,121│         114,625│       6,202,746┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃22  繰 入 金        │                    │      21,257,765│       7,025,496│      28,283,261┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  基金繰入金      │      21,257,765│       7,025,496│      28,283,261┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃23  繰 越 金        │                    │               1│       7,327,757│       7,327,758┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  繰 越 金        │               1│       7,327,757│       7,327,758┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃25  市    債        │                    │      60,482,500│        △88,700│      60,393,800┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  市    債        │      60,482,500│        △88,700│      60,393,800┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│     653,147,922│      15,266,447│     668,414,369┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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    歳　出　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 2  総 務 費        │                    │      53,406,452│       7,464,160│      60,870,612┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  総務管理費      │      31,597,947│       7,432,197│      39,030,144┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  企 画 費        │       7,747,252│           3,613│       7,750,865┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 4  戸籍住民基本台帳│       3,637,485│           2,346│       3,639,831┃
┃                    │    費              │                │                │                ┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 5  区政振興費      │       4,248,341│          26,004│       4,274,345┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 3  民 生 費        │                    │     236,014,928│       3,758,513│     239,773,441┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  社会福祉費      │       3,461,649│       2,951,455│       6,413,104┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  障害者福祉費    │      45,429,611│         357,875│      45,787,486┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 4  児童福祉費      │     103,362,278│         292,528│     103,654,806┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 5  生活保護費      │      36,672,288│         156,655│      36,828,943┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 4  衛 生 費        │                    │      77,231,350│       3,916,110│      81,147,460┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  保健衛生費      │      49,315,406│       3,842,807│      53,158,213┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  清 掃 費        │      23,091,212│          73,303│      23,164,515┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 6  農林水産業費    │                    │       2,087,591│          82,006│       2,169,597┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  農 業 費        │       1,943,775│          82,006│       2,025,781┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 8  土 木 費        │                    │      72,057,821│           6,784│      72,064,605┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 4  都市計画費      │      21,989,165│           6,784│      21,995,949┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 9  消 防 費        │                    │      17,545,825│          32,970│      17,578,795┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  消 防 費        │      17,545,825│          32,970│      17,578,795┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃10  教 育 費        │                    │      98,548,350│           5,904│      98,554,254┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 6  社会教育費      │       9,091,735│           5,904│       9,097,639┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　出　　　合　　　計　　　　│     653,147,922│      15,266,447│     668,414,369┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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第２表

変　更 （単位　千円）

総 額 年度 年 割 額 年度 年 割 額

４ 144,075 ４ 12,965

５ 341,850 ５ 420,409

６ ６ 52,551

485,925３ 民生費 ４
児童福
祉費

岩 槻 本 町 保 育 園
建 替 工 事 事 業

485,925

総　 額

継　　続　　費　　補　　正　

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後
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第３表

追　加 （単位　千円）

事　　　　　         　項 期　　　間 限　　　度　　　額

さいたま国際芸術祭開催事業
令和４年度から
令和５年度まで

445,333

岩槻本町保育園仮設園舎賃借料（追加
分）

令和４年度から
令和６年度まで

2,335

（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地
公園整備事業負担金

令和４年度から
令和７年度まで

290,280

債　務　負　担　行　為　補　正
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第４表

変  更

5.0％以内 政府資金につい

（ただし、 てはその融資条

利率見直し 件により、銀行

方式で借り その他の場合に

入れる資金 はその債権者と

について、 協定するものに

利率の見直 よる。ただし、

しを行った 市財政の都合に

後において より据置期間及

は、当該見 び償還期間を短

直し後の年 縮し、又は繰上

度における 償還若しくは低

利率とす 利に借換えする

る。） ことができる。

起債の方法 利 率 償還の方法

普通貸借
又　　は
証券発行

地　　方　　債　　補　　正

（単位　千円）

起 債 の
目 的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額

児童福祉
施設整備
事業

（ 補 正 前 に 同 じ 。 ）1,599,200 1,510,500
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議案第１４３号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ） 
 

 令和４年度さいたま市一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９，９２７，０７２千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ６７８，３４１，４４１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使

用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 

  令和４年１０月２０日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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  第　１　表     歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃18  国庫支出金      │                    │     142,218,755│       9,624,326│     151,843,081┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  国庫補助金      │      42,271,448│       9,624,326│      51,895,774┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃22  繰 入 金        │                    │      28,283,261│         302,746│      28,586,007┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  基金繰入金      │      28,283,261│         302,746│      28,586,007┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│     668,414,369│       9,927,072│     678,341,441┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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第 ２ 表

（単位  千円）  

3 民生費 4 児童福祉費 子育て世帯への特別給付金給付事業 11,973

繰　　越　　明　　許　　費　　

款 項 事     業     名 金   額
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議案第１１６号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 国 民 健 康 保 険 事 業 
特  別  会  計  補  正  予  算 ( 第 ２ 号 ) 

 

 

 令和４年度さいたま市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４３３，４８３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ１０３，０９８，９７９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月７日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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   別　　表      歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 5  繰 入 金        │                    │       8,302,445│          73,848│       8,376,293┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  基金繰入金      │         929,176│          73,848│       1,003,024┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 6  繰 越 金        │                    │               1│         359,635│         359,636┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  繰 越 金        │               1│         359,635│         359,636┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│     102,665,496│         433,483│     103,098,979┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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議案第１１７号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 介 護 保 険 事 業 
特  別  会  計  補  正  予  算 ( 第 １ 号 ) 

 

 

 令和４年度さいたま市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，３２３，１８９千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ１００，４５９，１８９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月７日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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   別　　表      歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 6  繰 入 金        │                    │      15,956,839│       1,205,711│      17,162,550┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 2  基金繰入金      │         642,085│       1,205,711│       1,847,796┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 7  繰 越 金        │                    │               1│       2,117,478│       2,117,479┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  繰 越 金        │               1│       2,117,478│       2,117,479┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│      97,136,000│       3,323,189│     100,459,189┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛

                                                                                                    

-68-



 

議案第１１８号 

 

令 和 ４ 年 度 さ い た ま 市 食 肉 中 央 卸 売 市 場 及 び 
と 畜 場 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 ( 第 １ 号 ) 

 

 

 令和４年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３０，９３５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ７１９，９３５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「別表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和４年９月７日提出 

 

                                 さ い た ま 市 長  清  水  勇  人 
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   別　　表      歳 入 歳 出 予 算 補 正

    歳　入　　                                                                     （単位　千円）
┏━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┯━━━━━━━━┓
┃         款         │         項         │   補正前の額   │   補　正　額   │       計       ┃
┠──────────┼──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃ 2  繰 入 金        │                    │         249,694│          30,935│         280,629┃
┃                    ├──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃                    │ 1  一般会計繰入金  │         249,694│          30,935│         280,629┃
┠──────────┴──────────┼────────┼────────┼────────┨
┃　　　　歳　　　入　　　合　　　計　　　　│         689,000│          30,935│         719,935┃
┗━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┷━━━━━━━━┛
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議案第１１９号

 

区          分 既 決 予 定 量 補 正 予 定 量 計

第１条 令和４年度さいたま市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

の予定量を次のとおり補正する。

 （ 資本的収入及び支出 ）

第３条 予算第４条本文括弧書を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 13,197,100

   第１項   建 設 改 良 費 15,980,920 △ 63,849 15,917,071

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,651,505 千円、過年度分損益

勘定留保資金 996,937 千円、当年度分損益勘定留保資金 7,878,031 千円、繰越利益剰

余金処分額 2,670,627 千円で補 するものとする。」に改め、資本的支出の予定額を次の

支                     出
(単位　千円)

とおり補正する。

(単位　千円)

款 項

令和４年度さいたま市水道事業会計補正予算（ 第１号 ）

 （ 総  則 ）

 （ 業務の予定量 ）

第２条 令和４年度さいたま市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

(単位　千円)

　施設整備事業  事業費 12,404,296 △ 63,849 12,340,447

 （４） 主要な建設改良事業

事 業 名
補 正 前 補 正 後

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

第４条 継続費を次のとおり改める。

 （ 継続費 ）

科          目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

 第１款 資 本 的 支 出 20,618,347 △ 63,849 20,554,498

482,049

― ― ７ 57,846

1,928,196

４ 38,564

５ 977,207
１資本的支出 １建設改良費

５ 1,349,737

６ 570,042 ６

北部配水場
更新事業

（電気設備）
1,628,682

４ 81,433

１資本的支出 １建設改良費
北部配水場
更新事業

（機械設備）
789,294

４ 39,468

924,357

４ 18,488

５ 473,572 ５ 647,049

６ 276,254 ６ 231,089

― ― ７ 27,731

－ 1 －



補　正　す　る　。

　令和４年９月７日提出

さいたま市長 清　水　勇　人

 （ 利益剰余金の処分 ）

第５条 予算第１１条本文中「繰越利益剰余金及び当年度利益剰余金のうち 2,307,521 千円」

を「繰越利益剰余金のうち 2,670,627 千円」に改め、利益剰余金の処分額を次のとおり

事          項 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

 （１） 建設改良積立金 2,307,521 363,106 2,670,627

－ 2 －



議案第１２０号

　　令和４年９月７日 　提出

　　清　水　勇　人

令和４年度さいたま市下水道事業会計補正予算( 第１号 ）

 （ 総  則 ）

第１条  令和４年度さいたま市下水道事業会計の補正予算（ 第１号 ）は、次に定めるところによる。

 （ 収益的収入及び支出 ）

第２条  令和４年度さいたま市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的

支出の予定額を次のとおり補正する。

22,748,219

 第１款  下水道事業費用 24,964,036 93,443

支                     出
(単位　千円)

　さいたま市長

科          目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

25,057,479

  第１項 営業費用 22,654,776 93,443

－ 1 －



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５８９号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市北区今羽町 
５７番１、５７番３、５７番６、５７番７、５７番８、５７番９、５８番２、５８番３、 
５８番４、５８番５、５８番６ 
（第二工区・全工区） 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 越谷市南越谷一丁目２９０５番地３ 
 中央グリーン開発株式会社 代表取締役 中内 慶太郎 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ５ 月 ２ ４ 日 
 第開－Ｎ２０２２０１６号 
４ 検査済証番号 
 令和４年１０月２７日 
 第完２Ｎ２０２２０１６号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９０号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市見沼区大字南中丸字上高井２０４番１、２０４番２、２０４番３、２０４番４、 
２０４番５、２０４番６、２０４番７、２０４番８、２０４番９、２０４番１０ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 越谷市南越谷一丁目２１番２ 
 株式会社 中央住宅 代表取締役 品川 典久 
３ 許可番号 
 令和４年１０月１４日 
 第変‐Ｎ２０２２０３６号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月２７日 
第完‐Ｎ２０２２０３６号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９１号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人     
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字末田字中組２２０３番３ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  （省略） 
３ 許可番号 
  令和４年５月２０日 
  第開－Ｎ２０２２０１３号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月２７日 
第完－Ｎ２０２２０１３号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和４年１０月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市見沼区大字南中丸字上高井 
２０５番１、２０５番４、２０６番１、２０６番３、２０６番７、２０６番８ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  
  （省略） 
３ 許可番号 

令和４年 ２月２４日   

第 開‐Ｎ２０２１１６３ 号 
４ 検査済証番号 

令和４年１０月２７日 
第 完‐Ｎ２０２１１６３ 号 

  



⑴

⑵

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）











さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９４号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和４年１１月１日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和４年１０月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

１０月 
２７日 犬 岩槻区釣上 雑種 メス 白黒 ５～８歳 無  

 
連絡先 

⑴  担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９５号 

都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第３８条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により、さいたま都市計画大宮駅西口第３－Ｂ地区第一種市街地再開発事業の定款及び事業計画

の変更について認可したので、次のとおり公告する。 

令和４年１０月２８日 

 さいたま市長 清水 勇人     

１ 組合の名称 

 大宮駅西口第３－Ｂ地区市街地再開発組合 

２ 事業施行期間 

 自：平成２９年３月１７日 

至：令和７年７月 

３ 施行地区 

さいたま市大宮区桜木町二丁目の一部 

４ 事務所の所在地 

さいたま市大宮区桜木町２丁目１７９番地 

５ 設立認可の年月日 

 平成２９年３月１７日 

６ 変更の認可の年月日 

 令和４年１０月２８日 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９６号 

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３０９０号線）」ほか５件の一般競争

入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工
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事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい
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て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした

入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道３０９０号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区原町地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 345.5m 幅員 5.2～5.9m 道路土工一式 排

水構造物工 長尺 U 形側溝（300×300）598m 横断暗渠（300×240）43m 角型

集水ます（□500×H600）24 基 舗装工 上層路盤 211 ㎡ 下層路盤 211 ㎡ 表

層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1460 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は浦和区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４４５６－３５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 自転車通行環境整備工事（市道７１２号線） 
工事場所 さいたま市中央区新都心地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 区画線工 溶融式区画線 白 （実線 15cm）69m （破線 15cm）30m （矢印・

記号・文字 15cm）4m 区画線消去 削取り式 269m 薄層カラー舗装工 薄層カ

ラー舗装工 （矢羽根）154 箇所 樹脂系滑り止め舗装工 318 ㎡ 道路付属物工 

路面標示シート設置 29 箇所 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 塗装工事業 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の塗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－５２０８－２３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 ２者による特定共同企業体 
工事名 さいたま市立大宮北小学校（１－１、－２・２・１８棟）リフレッシュ改修（建

築）工事 
工事場所 さいたま市大宮区宮町３丁目８４番地 
履行期間 議会の議決を得たる日から令和６年８月３０日まで 
概要 屋上防水・屋根改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 外部仕上改修工事 内

部仕上改修工事 便所改修工事 外構改修工事 長寿命化改修（中性化対策等）

工事 外 
予定価格（税込） ６７３，７５０，０００円 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 代表構成員 建築工事業 Ｓ級 
その他の構成員 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、令和３・４年度のさいたま市

競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及

び等級で登載された者であること。 
所在地区分 代表構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 

その他の構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、資格者名簿に登載された申請

事業所の所在地が上記に示す要件を満たすこと。 
施工実績等 代表構成員及びその他の構成員 

本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 
令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（

平成１３年さいたま市条例第４８号）の定めるところにより、議会の議決に付さ

なければならない契約につき、建設工事請負仮契約書を取り交わし、議会の議決

後に本契約を締結する。なお、仮契約書の作成にかかる費用は、落札者が負担す

るものとする。 
・本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者

の配置を認めない。 

・「さいたま市立大宮北小学校（１－１、－２・２・１８棟）リフレッシュ改修

（機械設備）工事」の落札候補者が決まらないときは、開札後であっても本件入

札を中止する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部保全管理課 
電話 ０４８－８２９－１５１０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－５２０８－２４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 ２者による特定共同企業体 
工事名 さいたま市立大宮北小学校（１－１、－２・２・１８棟）リフレッシュ改修（機械

設備）工事 
工事場所 さいたま市大宮区宮町３丁目８４番地 
履行期間 議会の議決を得たる日から令和６年８月３０日まで 
概要 空気調和設備工事一式 換気設備工事一式 自動制御設備工事一式 衛生器具設備

工事一式 給水設備工事一式 排水設備工事一式 給湯設備工事一式 消火設備工

事一式 ガス設備工事一式 既存設備撤去工事一式 
予定価格（税込） ３３５，８３０，０００円 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 代表構成員 管工事業 Ａ級 資格審査数値（経営規模等評価結果通知書・

総合評定値通知書の総合評定値に発注者別評価点を加算したも

の）９００点以上 
その他の構成員 管工事業 Ａ級 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競

争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等

級で登載された者であること。 
所在地区分 代表構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 

その他の構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、資格者名簿に登載された申請事

業所の所在地が上記に示す要件を満たすこと。 
施工実績等 代表構成員及びその他の構成員 

本市発注の管工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成検

査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回っていない

こと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 
令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第４８号）の定めるところにより、議会の議決に付さなけ

ればならない契約につき、建設工事請負仮契約書を取り交わし、議会の議決後に本

契約を締結する。なお、仮契約書の作成にかかる費用は、落札者が負担するものと

する。 
・本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者の

配置を認めない。 

・「さいたま市立大宮北小学校（１－１、－２・２・１８棟）リフレッシュ改修（

建築）工事」の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は

中止する場合がある。 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部設備課 
電話 ０４８－８２９－１８３９ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－５２０８－２５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 ２者による特定共同企業体 
工事名 さいたま市立尾間木小学校（２５－１、－２・３８棟）リフレッシュ改修（建築）

工事 
工事場所 さいたま市緑区東浦和８丁目１１番地５ 
履行期間 議会の議決を得たる日から令和７年２月２８日まで 
概要 防水改修工事 外壁改修工事 建具改修工事 内装改修工事 塗装改修工事 環境

配慮改修工事 外 
予定価格（税込） ５８４，６５０，０００円 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 代表構成員 建築工事業 Ｓ級 
その他の構成員 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競

争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等

級で登載された者であること。 
所在地区分 代表構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 

その他の構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、資格者名簿に登載された申請事

業所の所在地が上記に示す要件を満たすこと。 
施工実績等 代表構成員及びその他の構成員 

本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回っていな

いこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以外

に提出を要する書類 
－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び開

始期日 
電子配布 
令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 
令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成１３年さいたま市条例第４８号）の定めるところにより、議会の議決に付さなけ

ればならない契約につき、建設工事請負仮契約書を取り交わし、議会の議決後に本

契約を締結する。なお、仮契約書の作成にかかる費用は、落札者が負担するものと

する。 
・本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者の

配置を認めない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
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契約整理番号 ０４－３３８５－６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大宮停車場大成線（駅前工区）道路整備工事（Ｒ４） 
工事場所 さいたま市大宮区桜木町１丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 
概要 土工一式 排水工一式 縁石工一式 舗装工一式 防護柵工一式 道路付属施設

工一式 道路植栽工一式 付帯工一式 撤去工一式 安全管理工一式 

予定価格（税込） ９０，５０８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 
令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市大宮区錦町６８２番地２ 
さいたま市都市局都心整備部大宮駅西口まちづくり事務所 
電話 ０４８－７７８－８４６２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 

 
 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部保全管理課 
電話 ０４８－８２９－１５１０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５９７号 
さいたま市の発注する「歩道整備工事（一般県道大間木蕨線）その１」ほか３件の一般競争入札に

ついて、次のとおり公告する。 

令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち
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最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額
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の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 
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別表 
対象工事 ア 歩道整備工事（一般県道大間木蕨線）その１ 

イ 産業道路天沼工区街路整備工事（Ｒ４－１）（２債） 

ウ 鴨川第４０処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００１） 

エ 歩道改良工事（市道Ｈ５５号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ、ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウ及びエの入札は無効とする。 

・対象工事ウの落札候補者が行った対象工事エの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４４５６－３４ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道整備工事（一般県道大間木蕨線）その１ 
工事場所 さいたま市緑区東浦和７丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月２４日まで 
概要 延長 625m 幅員 20m 道路改良工 道路土工一式 排水構造物 街渠縦断管

982m 街渠 260m 集水桝一式 構造物撤去工一式 舗装工 排水性舗装工 6370

㎡ アスファルト舗装工 （歩道）4650 ㎡ （車道）678 ㎡ 道路付属施設工一

式 警察管路一式 照明管路一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３５９－２１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 産業道路天沼工区街路整備工事（Ｒ４－１）（２債） 

工事場所 さいたま市大宮区天沼町２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 

概要 延長 400m 雨水貯留施設工 プレキャストボックス（□1800×1800）43m ポリ

エチレン管（PE 管φ75）8m 箱型人孔（3000×2000）1 箇所 点検口（φ900）1

箇所 道路改良工 道路土工一式 路床安定処理（石灰系 t＝45 ㎝）6040 ㎡ 

下層路盤（RC-40、t＝40 ㎝）6040 ㎡ 上層路盤（RM-40、t＝40 ㎝）5660 ㎡ 基

層（再生粗粒度 As-20、t＝10 ㎝）5660 ㎡ 街渠縦断管（350×300）354m 集水

桝 34 箇所 中央分離帯 152m 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は債務負担行為該当案件である。また、本工事における前払金等は契約

日以降に請求できる。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－６４６－３２１２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
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電話 ０４８－８２９－１１８０ 

 
契約整理番号 ０４－４４８７－２７ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第４０処理分区下水道工事（南建－Ｒ４－１００１） 
工事場所 さいたま市中央区鈴谷４丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年９月８日まで 
概要 延長 448.3m 管きょ工 鋼製さや管推進（φ200mm、塩ビ管）72.2m 低耐荷力

管推進（φ200mm、塩ビ管）264.0m 開削（φ200mm、塩ビ管）112.1m 立坑工一

式 マンホール工 組立 1 号マンホール 13 箇所 組立楕円マンホール 1 箇所 

小型マンホール 1 箇所 取付管推進工 低耐荷力管推進（φ150mm、塩ビ管）2

箇所 取付管工 取付管 9 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） １４８，９２９，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 
入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事完成

検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回ってい

ないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 
令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４４５６－３３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 歩道改良工事（市道Ｈ５５号線） 
工事場所 さいたま市浦和区元町２丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月１７日まで 
概要 延長 1.1km 歩道幅員 2.3m 道路土工一式 舗装工 （車道）3580 ㎡ （歩道

）652 ㎡ 縁石工 歩車道境界ブロック 442m 地先境界ブロック 3m 排水構造

物工 街渠縦断管 116m スリット蓋 281m グレーチング蓋 11 枚 横断暗渠 27m 

街渠桝 15 箇所 区画線工一式 道路付属物設置工一式 構造物撤去工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－８４０－６２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５９８号 
さいたま市の発注する「道路修繕工事（Ｒ４市道３０８８号線）」ほか２件の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち
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最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

 やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場合

は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において書

面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額
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の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 
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別表 
 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める「所在地
区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

対象工事 ア 道路修繕工事（Ｒ４市道３０８８号線） 
イ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ１２０号線） 
ウ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ１０１号線外） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４３６５－１１４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（Ｒ４市道３０８８号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区城南１丁目地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 269.7m 管路工 管路土工一式 開削（φ250 ㎜、圧送管）269.7m マンホ

ール工 沈設立坑工（φ2200）1 箇所 排水構造物工 排水構造物土工一式 排

水構造物工 集水桝 （□500×H1500）1 基 （□1000×H1500）1 基 （□1000

×H800）1 基 長尺 U 形側溝 （300×400）5m （300×300）5m 舗装工 透水

性 As（樹脂・消石灰入）1180 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） ７８，６２８，０００円 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は桜区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３６５－１１３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ１２０号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字大口地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 496.5m 幅員 5.6～7.6m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側溝（

300×400、500、600）660m 横断暗渠（240×300、300×300）22m 角型集水ま

す（□500×H600、700、900）7 基 舗装工 上層路盤（RM-40）212 ㎡ 下層路

盤（RC-40）212 ㎡ 路面切削（平均切削厚 t＝5 ㎝）【夜間】1810 ㎡ 切削オー

バーレイ（平均切削厚 t＝7 ㎝、再生粗粒度 As-20、t＝7 ㎝）【夜間】1790 ㎡ 

表層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）【夜間】1800 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、浦和区又は南区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約整理番号 ０４－４３６５－１１２ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道イワ１０１号線外） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字裏慈恩寺地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 延長 540.4m 幅員 8.0m、1.8～2.6m 道路土工一式 排水構造物工 長尺 U 形側

溝工（300×300）582m 集水ます（□500、深 550）5 箇所 横断暗渠（300×240

）23m 舗装工 下層路盤（RC-40）689 ㎡ 上層路盤（RM-40・C-30）689 ㎡ 表

層工 （透水性 As（樹脂・消石灰入）t＝5 ㎝）500 ㎡ （再生密粒度 As、t＝5

㎝）2130 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削深さ t＝12 ㎝、再生粗粒度 As、t＝7

㎝）2120 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１７日（木）午前９時から 

令和４年１１月２１日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月２２日（火）午前９時から 

令和４年１１月２４日（木）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月２５日（金）午後３時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は緑区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月２１日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

イの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
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さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１５９９号 
さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４３５３号線外）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等

又は監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を

証明する書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険

等の全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用

除外に関する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で

変更が生じている場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。

） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち
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最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）

の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

別表 
対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４３５３号線外） 

イ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２７０６号線外） 
ウ スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１５１０号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効と

する。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０４－４３６５－１１９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道４３５３号線外） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字黒谷地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 204m 幅員 6.0～6.6m 道路土工一式 排水

構造物工 長尺 U 形側溝（300×300）357m 角型集水ます（□500、深 550）8 箇

所 横断暗渠（300×240）18m 塩ビ管（VU-250）11m 舗装工 下層路盤（RC-

40、t＝26cm）120 ㎡ 上層路盤（C-30、t＝14cm）120 ㎡ 表層（透水性 As(樹

脂・消石灰入り)、t＝5cm）1070 ㎡ 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

契約整理番号 ０４－４３６５－１２０ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道２７０６号線外） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字掛地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 258.6m 幅員 5.1～6.9m 道路土工一式 排

水構造物工 長尺 U 形側溝工 （300×300）222m （300×400）9m 車道用横断

仕様 Z 付（深 300）36m 舗装工 下層路盤（RC-40）80 ㎡ 上層路盤（RM-40）

80 ㎡ 不陸整正（RM-40、平均 t＝4 ㎝）744 ㎡ 表層工（再生密粒度 As、t＝5

㎝）1679 ㎡ 基層工（再生粗粒度 As、t＝5 ㎝）802 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３６５－１２１ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ４市道１５１０号線） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字表慈恩寺地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年３月１０日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 170.3m 幅員 4.9m～10.3m 道路土工一式 

排水構造物工 長尺 U 形側溝（深 300）282m 横断側溝（深 300）35m 角型集水

桝（□500、深 550）3 箇所 横断暗渠（300×240）11m 切回し側溝（逃げ

400、600）4 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40、t＝19cm）312 ㎡ 上層路盤（RM-

40、t＝15cm）312 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5cm）1070 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和４年１１月１０日（木）午前９時から 

令和４年１１月１４日（月）午後５時まで 

入札書提出期間 令和４年１１月１５日（火）午前９時から 

令和４年１１月１６日（水）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和４年１１月１７日（木）午後３時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和４年１０月３１日（月）から 

質問受付期間 令和４年１０月３１日（月）午前９時から 

令和４年１１月 ９日（水）午後５時まで 

質問回答期日 令和４年１１月１４日（月） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６００号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定に基づき、医療機関を指定したので、生活保護法第 55 条

の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０１号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から変更の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０２号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から辞退の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人  
別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０３号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から廃止の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０４号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30

号。以下｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定に基づき、介護機関を指定したので、生活保護法

第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年１０月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０５号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30

号。以下｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定介護機関から変更の届出があったの

で、生活保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年１０月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０６号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30

号。以下｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定介護機関から廃止の届出があったの

で、生活保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年１０月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０７号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定に基づき、施術者を指定したので、生活保護法第 55 条の

3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり（別紙省略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０８号 
生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定施術者から変更の届出があったので生活保護

法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり（別紙省略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６０９号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
  令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市南区大字大谷口字細野７８５番１、７８５番４、７８５番５、７８５番６、７８５番

７、７８５番８、７８５番９、７８５番１０、７８５番１１、７８５番１２、７８５番１３、７

８５番１４、７８５番１５、７８５番１６、７８５番１７ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

さいたま市浦和区常盤十丁目１５－１６ 
ポラスマイホームプラザ株式会社 代表取締役 中内 啓夫 

３ 許可番号 
 令和４年６月９日 
 第 開‐Ｓ２０２２０１１ 号 

４ 検査済証番号 
 令和４年１０月２８日 
 第 完‐Ｓ２０２２０１１ 号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６１０号 
子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項の確認をしたので、同法

第５８条の１１の規定により告示する。 
令和４年１０月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   
 
 



 

さいたま市告示第１６１１号 

 さいたま市市有地等境界確認要綱の一部を改正する告示を次のよ

うに定める。 

  

  令和４年１０月３１日 

 

              さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市告示一覧（令和４年１０月１６日から同月３１日まで）



 

 

さいたま市市有地等境界確認要綱の一部を改正する告示 

 さいたま市市有地等境界確認要綱（平成１３年さいたま市告示第９９号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（境界確認） （境界確認） 

第９条 市長は、境界確認協議の結果、境界が確定

した場合は、市有地等境界確認協議同意書（様式

第４号。以下「同意書」という。）に、原則とし

て立会人全員の署名を得て、申請書とともに保管

するものとする。 

第９条 市長は、境界確認協議の結果、境界が確定

した場合は、市有地等境界確認協議同意書（様式

第４号。以下「同意書」という。）に、原則とし

て立会人全員の署名を得て、申請書とともに永久

に保管するものとする。 

２ 市長は、境界確認協議の結果を境界確認報告書

（様式第５号。以下「報告書」という。）に記載

し、申請書とともに保管するものとする。 

２ 市長は、境界確認協議の結果を境界確認報告書

（様式第５号。以下「報告書」という。）に記載

し、申請書とともに永久に保管するものとする。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

  

（境界確認図） （境界確認図） 

第１２条 市長は、境界確認協議の結果をもとに、

境界確認図を作成し、申請書とともに保管するも

のとする。 

第１２条 市長は、境界確認協議の結果をもとに、

境界確認図を作成し、申請書とともに永久に保管

するものとする。 

  

（境界確認証明書の交付） （境界確認証明書の交付） 

第１４条 ［略］ 第１４条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 市長は、証明書の交付を終えた証明申請書に、

現地確認した境界確認図又は道水路台帳図等を添

付し、保管するものとする。 

４ 市長は、証明書の交付を終えた証明申請書に、

現地確認した境界確認図又は道水路台帳図等を添

付して、永久に保管するものとする。 

  

（境界確認済証明書の交付申請）  

第１６条 境界確認協議を受けた自己所有の土地に

ついて、境界確認済証明を受けようとする者は、

市有地等境界確認済証明書交付申請書（様式第１

０号。以下「確認済証明申請書」という。）に必

要事項を記載し、正・副２部を市長に提出するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

２ 確認済証明申請書には、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

 



 

 

⑴ 第４条第１号から第３号までに規定する書類  

⑵ 境界確認図等（境界確認済証明を受けようと

する土地の官民境界を朱記したもの） 

 

⑶ 代理人選任届出書又は委任状（代理人を選任

した場合又は委任した場合に限る。） 

 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認 

める書類 

 

  

（確認済証明書の交付）  

第１７条 市長は、確認済証明申請書が提出された

場合は、第５条第１項に規定する事項を審査し、

適当であると認めたときは、市有地等境界確認済

証明書交付申請書受付簿に記載するものとする。 

 

２ 市長は、前項の受付簿に記載した場合は、市有 

地等の境界を管理する境界確認図等を参考にして、

市有地等境界確認済証明書（様式第１１号。以下 

「確認済証明書」という。）を交付するものとす 

る。 

 

３ 市長は、前項の境界確認図等の調査の結果、申

請地に確認済証明書を交付することができない事

項を発見した場合は、その旨を申請者又は代理人

に連絡し、確認済申請書等の補正を行うよう指示

するものとする。ただし、補正の指示をしても３

月間連絡のないものについては、申請を棄却する

とともに、市有地等境界確認済証明書交付申請棄

却通知書（様式第１２号）に確認済証明申請書の

副本を添付して、申請者又は代理人に通知するも

のとする。 

 

４ 市長は、証明の交付を終えた確認済証明申請書

を保管するものとする。 

 

  

（確認済証明申請の特例）  

第１８条 自己所有の土地について確認済証明書の

交付を受けようとする者で、当該土地（以下「確

認済証明申請地」という。）が次の各号のいずれ

かに該当する場合は、境界確認協議を受けずに確

認済証明申請書を市長に提出することができるも

のとする。 

 

⑴ 確認済証明申請地が接する市有地等の境界が、

その土地の過去の境界確認協議（旧境界査定又 

は境界明示を含む。以下この号において同じ。

）又は他の土地の境界確認協議により既に確認

されており、かつ、境界確認図等が存在する場

合 

 

⑵ 確認済証明申請地が接する市有地等の境界が、

道水路台帳整備により既に確認されている場合 

 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が申請を認 

めた場合 

 

  



 

 

（取下げ） （取下げ） 

第１９条 市長は、境界確認済書又は証明書若しく

は確認済証明書の交付前に、境界確認又は証明書

若しくは境界確認済証明書の交付を申請した申請

者又は代理人から、取下げ書（様式第１３号）の

提出があった場合には、境界確認協議又は現地調

査若しくは境界確認図等の調査を取り止めるもの

とする。 

第１６条 市長は、境界確認済書又は証明書の交付

前に、境界確認又は境界確認証明書の交付を申請

した申請者又は代理人から、取下げ書（様式第１

０号）の提出があった場合には、境界確認協議又

は第１４条第２項の現地確認を取り止めるものと

する。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 前２項の場合、取下げの対象となった申請書又

は証明申請書若しくは確認済証明申請書は、提出

された取下げ書を添付して保管し、申請者又は代

理人に申請書又は証明申請書若しくは確認済証明

申請書の副本に取下げ印を押印して返却するもの

とする。 

３ 前２項の場合、取下げの対象となった申請書又

は証明申請書は、提出された取下げ書を添付して

永久に保管し、申請者又は代理人から申請書又は

証明申請書の返却を求められた場合は、申請書又

は証明申請書の副本に取下げ印を押印して返却す

るものとする。 

  

（申請書の保管) （申請書の保管） 

第２０条 市長は、次に掲げる申請書又は証明申請

書を境界確認索引簿に記載し、保管するものとす

る。 

第１７条 市長は、次に掲げる申請書又は証明申請

書を境界確認索引簿に記載し、永久に保管するも

のとする。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

⑵ ［略］ ⑵ ［略］ 

⑶ 確認済証明書を交付した確認済証明申請書  

⑷ 第９条第３項又は第１４条第３項若しくは第 

１７条第３項の規定により棄却した申請書又は 

証明申請書若しくは確認済証明申請書 

⑶ 第９条第３項又は第１４条第３項の規定によ 

り棄却した申請書又は証明申請書 

⑸ 第１９条第１項の規定により取下げとなった

申請書又は証明申請書若しくは確認済証明申請

書 

⑷ 第１６条第１項の規定により取下げとなった 

申請書又は証明申請書 

  

（手数料の納付） （手数料の納付) 

第２１条 第１３条第１項又は第１６条第１項の申

請をしようとする者は、さいたま市事務手数料条

例（平成１３年さいたま市条例第６９号）の定め

るところにより、手数料を納付しなければならな

いものとする。 

第１８条 第１３条第１項の申請をしようとする者

は、さいたま市事務手数料条例の定めるところに

より、手数料を納付しなければならないものとす

る。 

  

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係） 

市有地等境界確認申請書 市有地等境界確認申請書 

［略］ ［略］ 

代理人選任届出書 代理人選任届出書 

［略］ ［略］ 

住  所          

代理人 

氏  名          

 

 

住  所          

 

代理人 氏  名          

 

生年月日          

  



 

 

様式第６号（第９条関係） 様式第６号（第９条関係） 

［略］ ［略］ 

境界確認申請棄却通知書 境界確認申請棄却通知書 

［略］ ［略］ 

上記のとおり提出された申請書による境界確認

協議については、次の理由により不調となりまし

たので、申請書の副本を返却するとともに、本書

をもって協議の終了を通知します。 

貴殿より提出された申請書による境界確認協議

については、次の理由により不調となりましたの

で、申請書の副本を返却するとともに、本書をも

って協議の終了を通知します。 

［略］ ［略］ 

  

様式第７号（第１３条関係） 様式第７号（第１３条関係） 

市有地等境界確認証明書交付申請書 市有地等境界確認証明書交付申請書 

［略］ ［略］ 

代理人選任届出書 代理人選任届出書 

［略］ ［略］ 

住  所          

代理人 

氏  名          

 

 

住  所          

 

代理人 氏  名          

 

生年月日          

  

様式第９号（第１４条関係） 様式第９号（第１４条関係） 

［略］ ［略］ 

境界確認証明書交付申請棄却通知書 境界確認証明書交付申請棄却通知書 

［略］ ［略］ 

上記のとおり提出された市有地等境界確認証明

書交付申請書については、次の理由により、申請

書の副本を返却するとともに、本書をもって申請

の棄却を通知します。 

貴殿より提出された市有地等境界確認証明書交

付申請書については、次の理由により、申請書の

副本を返却するとともに、本書をもって申請の棄

却を通知します。 

［略］ ［略］ 

  

 様式第９号の次に次の３様式を加える。 

  



 

 

様式第１０号（第１６条関係） 

市有地等境界確認済証明書交付申請書 

年  月  日   

  （宛先）さいたま市長 

住  所           

申請者  氏  名            

（土地所有者）                

電話番号            

住  所           

代理人  氏  名             

電話番号            

 

  次の土地と隣接する市有地等との境界を確認したので、別添図面（朱線部分）の

とおり境界確認済証明書の交付を申請します。 

申請地 さいたま市             番     ほか   筆 

申請理由 

  

 （注） 

  



 

 

年  月  日 

代 理 人 選 任 届 出 書 

（宛先）さいたま市長 

住  所         

申 請 者 

（土地所有者） 

氏  名         

 私は下記のものを代理人と定め、さいたま市            番 

先の市有地等との境界について  市有地等境界確認済証明書交付  申請手続きを

依頼したので通知します。    

記 

住  所         

代 理 人 

氏  名         

 

 

 

 

 



 

 

様式第１１号（第１７条関係） 

第     号   

年  月  日   

市 有 地 等 境 界 確 認 済 証 明 書 

  住 所 

  氏 名      様 

さいたま市長        印   

 

 

    年  月  日付けで提出された市有地等境界確認済証明書交付申請書にか 

かる次の土地は、別添図面（朱線部分）のとおり境界確認済であることを証明する。 

（ただし、直近の寄附行為等により線形が変更されたものについてはこの限りでは

ない。） 

申請地 さいたま市             番 

道路・水路番号  

備考  

 



 

 

様式第１２号（第１７条関係） 

第     号 

                          年  月  日 

 
 
          様  
 
 

さいたま市長      印  
 
 

市有地等境界確認済証明書交付申請棄却通知書  

 
 
 申 請 地     さいたま市          番   ほか   筆  
 
 申 請 者     住 所  
（土地所有者）  
        氏 名  
 
 文書番号        年  月  日収受 第   号  
 
  上記のとおり提出された市有地等境界確認済証明書交付申請書については、次の

理由により市有地等境界確認済証明書の交付は行えませんので、申請書の副本を返

却するとともに、本書をもって申請の棄却を通知します。 

 
 
                    
 （理 由）  
 

 

 

 

 

 



 

 

改正後 改正前 

様式第１３号（第１９条関係） 様式第１０号（第１６条関係） 

［略］ ［略］ 

  

附 則 

 この告示は、令和４年１１月１日から施行する。 


